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免責事項
本調査は、公開情報やヒアリングを基に、中立的な立場でまとめたものです。したがいまして、本調査は、これらの妥当性に

ついて、当法人として、保証を与えるものでも、意見を述べるものでもありません。

また、外国語の情報等については、利用者の便宜の用に供するため当法人にて日本語に翻訳したものであり、常に原文が
優先することにご留意下さい。
なお、本報告後に、関連する制度やその前提となる条件について、変化が生じる可能性があります。



事業者ヒアリングの結果について





4

 アグリゲーションコーディネーター（AC）とは、リソースアグリゲーターが制御した
電⼒量を束ね、⼀般送配電事業者や⼩売電気事業者と直接電⼒取引を⾏う事業者のこと。
⼩売電気事業者⾃⾝による参⼊も⾒られる。

 リソースアグリゲーター（RA）とは、需要家とVPPサービス契約を直接締結してリ
ソース制御を⾏う事業者のこと。太陽光発電メーカーや蓄電池メーカー等、需要家との
接点が⼤きい事業者の参⼊が多く⾒られる。

アグリゲーションコーディネーターとリソースアグリゲーター

アグリゲータ等とエネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス

（出所） 資源エネルギー庁 “エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス ハンドブック”
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 ネガワット調整⾦の⽀払い、検定済み計量器の費⽤負担等の課題が挙げられた。
事業者ヒアリング結果 アグリゲーター（3/3）

ビジネス上の課題（アグリゲーター）

ネガワット
調整⾦

• ネガワット調整⾦は、内部コストを押し上げる要因となり、需要家へのインセンティブが⽬減りしてしまう。
• ネガワット調整⾦があるのならポジワット時のアグリゲーターへのインセンティブがないと不公平であるが、調整⾦の契約は

事務⼿続上、⾮常に煩雑なので、ネガワット調整⾦も含めて無くすべきではないか。
• ⼩売電気事業者がアグリゲーションビジネスを⾏う場合、ネガワット調整⾦は⾃社内で完結できてその分安く応札できるため、

⼊札時は⼩売電気事業者以外にとって不利となる。
• ネガワット調整⾦の契約のため、⼩売事業者に⾃社のDRリソースを知らせる必要がある。しかし⼩売事業者もアグリゲー

ション事業をやっていると、知らせた情報を元に⾃⾝の配下のDRリソースを奪いに来られるケースがあり、⾮常に不利。

検定済み
計量器

• 検定済みメーターが、送配電事業者の所有であれば託送料⾦に乗せられるが、需要家が特定メーターをつけなければならない
となると需要家の負担になってしまう。

• 制御⾯では機器単体での計測が望ましいが、検定済み計量器を個別につけると需要家の経済合理性が阻害される。
• 需要家単位ではなく機器単位の計測でないと、制御がなされたかどうかを正確に評価してもらうことが出来ない。

逆潮流
(P8にて補⾜)

• 蓄電池からの低圧逆潮流を⾏うことは出来るが、託送約款において低圧での複数BGへの所属が認められていないために、例
えばFIT電源の買取事業者と逆潮流の蓄電池からの電⼒の買取事業者が異なるBGの場合、託送約款に抵触してしまう。

• ⼩規模電源からの低圧逆潮流を⾏うことは出来るが、その場合は⼀般送配電事業者が活⽤する調整⼒としては利⽤できず、予
備⼒としての利⽤に限られるため、アグリゲーションビジネスとしての幅が狭くなってしまっている。

託送料⾦ • 現⾏制度では需要と供給の距離にかかわらず⼀律の料⾦がかかるが、低圧間の託送であれば別の料⾦体系とするなど柔軟な仕
組みとしてほしい。

その他

• 卒FIT需要家の情報は旧⼀般電気事業者の⼩売部⾨が持っており、我々には開⽰されていない。
• 同じ時間帯に複数のBGに⼊ることは認められていないが、契約は複数でも可とし、時間帯ごとにBGを変えられるような形と

なればよいと考えている。
• EVの充電を店舗で実施するとなると店舗のデマンドを押し上げて基本料⾦が⾼くなってしまう。
• 国としてどの程度の市場規模を想定しているかが⾒えていないため、市場規模の想定が難しい。また、参⼊のために必要とな

るシステム投資などのコストのイメージも持てていない。
• パルス計測に関して、デマンドメーターで測定できる粒度が決まっているため、その粒度より⼩さい場合は制御の応動量が正

確に把握できない。
• 需要を減らしたことの担保と、ネガワットを宣⾔して減らせなかった場合のペナルティーが不明確。
• ⼩売電気事業者による、電⼒契約とリソース提供の契約のセット割引により、リソースを奪われるケースがある。
• 現状、電源Iʼには4つの発動指令基準（厳気象、FIT電源予測誤差、広域運⽤による需給コスト低減、稀頻度リスク）が混在し

ている。発動指令基準が明確でないため、需要家に負担となっている。複数商品の同時運⽤の実現が求められる。
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（補⾜）低圧における逆潮流について
【複数バランシンググループへの所属について】

 単⼀のバランシンググループ(BG)に属した上で、FIT電源や蓄電池から系統に電気を逆潮流させ
ることは可能である。

 他⽅、複数のBGに属して、⼀部を事業者A（FIT電気買取事業者）に、残りの⼀部を事業者B
（アグリゲーター等）に電気を販売するという⾏為は、⼀般送配電事業者の託送約款において低
圧の受電地点に係る発電場所は原則として⼀つのバランシンググループ(BG)に属することとされ
ているため、低圧に限り、制限されている。

 なお、第19回 電⼒・ガス基本政策⼩委員会（2019年6⽉26⽇）において、例えばFIT認定設備
からの電気を事業者Xに、⾮FIT認定設備からの電気を事業者Yに販売する⾏為について、電気計
量制度上は差分計量による取引を⾏うことが可能であると整理されている。その上で、これらの
考え⽅は託送約款上の考え⽅であるため、⼀般送配電事業者において、FIT切れを迎える2019年
11⽉までに、託送約款上で明確化することが望ましい、と整理されている。

【需要家等の⼩規模電源からの逆潮流について】

 再エネや蓄電池等による逆潮流量をアグリゲーションしたものを、相対契約や卸電⼒市場を通し
て⼩売電気事業者の供給⼒として活⽤することは可能である。

 ⼀⽅、需要家等からの逆潮流はポジワットとなるが、現⾏の「⼀般送配電事業者が⾏う調整⼒の
公募調達に係る考え⽅」において、調整⼒である電源Ⅰの募集単位は、「原則としてユニットを
特定した上で、容量単位による応札を受け付ける」とされており、ポジワットのアグリゲーショ
ンは想定されていない。（第12回需給調整市場検討⼩委員会（2019年6⽉27⽇）資料2）
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 複数バランシンググループへの所属や低圧部分供給の必要性を訴える意⾒や、検定済
み計量器の費⽤負担、託送料⾦負担等の課題が挙げられた。

事業者ヒアリング結果 電⼒P2P事業者（2/2）

ビジネス上の課題（電⼒P2P事業者）

複数BGへの所属
• 複数BGへの所属が認められないため、（⾃⾝のBGを有する）⼩売電気事業者が当社のP2Pプラットフォーム

を活⽤できない状況である。
• ⼩売電気事業者はリスク分散をしたいと想定されるため、複数のP2Pプラットフォームへの参加を可能とする

ことは必須である。また、トライアルでP2Pに参加できるようにする意味でも必要である。

低圧部分供給 • ⼩売電気事業者を跨いで取引するためには、低圧部分供給が必要である。
• 複数BGへの所属と合わせて、低圧部分供給が認められれば、電⼒P2P事業は⼤きく拡⼤する。

検定済み計量器
• 電源ごとにメーターをつけるのは現実的ではなく、普及拡⼤のネックとなっている。パワコン等の数値を利⽤

可能になると良い。
• 需要家の受電点のスマートメータ以外に、⼦スマメを設置する必要がある。⼦スマメは2〜3万円程かかるため、

例えば設備に内蔵された計器を使って差分計量する等の代替策でコストダウンを図ることが望ましい。

託送料⾦

• 近距離での電⼒取引は託送料⾦が安くすることが出来れば、需要者間のP2P取引やエネルギーの地産地消は進
む。配電容量、負荷や設備状況等から最適なルートとなるよう、点と線に重み付けをしてグラフ理論を利⽤す
る形で託送料⾦の価格付けができると良い。

• 託送料⾦体系が電⼒P2P取引参加者の経済的メリットを⼤きく左右するため、距離別託送料⾦や、同⼀フィー
ダー内の取引を割り引く等のインセンティブがあっても良いと考える。

その他

• 低圧での逆潮流が実質的に⾏えない点は課題である。
• P2P取引に参加する顧客に対する説明内容（価格形成⽅法、取引成⽴の基準等）の指針があると良い。
• P2P取引ではオークションにより価格が変動するが、その結果を実際の電気料⾦に反映して請求することにつ

いて法的に問題が無いか確認したい。
• ⼩売電気事業者との調整⾦は不要ではないかと考えている。⼩売電気事業者が事前調達分を供給できない場合

は、早めに閉めてプラットフォーマーがBGでアグリゲートして販売できると良いと考える。
• スマートメーターBルートのデータの粒度向上が必要である。（現状は100W単位で、100W未満は0となる）
• インバランスのペナルティが今後⼤きくなると、電⼒P2P事業の参⼊障壁となる。
• 検針⽇に基準がないため、送配電事業者から発電データが届くのが2か⽉後となっており、発電事業者への⽀

払が遅れてしまう。



送配電事業者によるマイクログリッド
の運⽤について
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海外におけるマイクログリッドの事例 ①オランダ Stedin社

（出所）Stedin, “WhitePaper Layered Energy System” 等

 ABB、KPN*1、Heijmans *2と共同
で実施

 約42世帯のオール電化の住宅（太陽
光、蓄電池、ヒートポンプ）が対象

 住宅内の電⼒消費、蓄電池を制御し
て⾃給⾃⾜に近い形で運⽤

 ブロックチェーンを活⽤し、ローカル市場で地域の需給
を調整

 Local Marketが⼩売やアグリゲーターのような役割を持
ち、コミュニティの中で電気を売買

 Local Marketで供給が不⾜する場合はWholesale 
Supplierから供給

 オランダのDSOであるStedinはABB等と連携して、住宅内の電⼒負荷や蓄電池を制
御して⾃給⾃⾜を実現するための実証を⾏った。

 Stedinはこれをさらに発展させて、ローカルマーケット単位で需給をバランスさせる
ことにより送配電の負荷低減や低炭素化を実現する“Layered Energy System”の実
証を進めている。

Hoog Dalem地区実証 (2014〜2017年) ブロックチェーンを活⽤したLayered Energy System

*1 KPN:オランダの通信会社
*2 Heijmans:オランダの建設会社
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 欧⽶では、送配電系統のレジリエンス向上や再⽣可能エネルギー導⼊拡⼤の観点から、必要に
応じて他の事業者と連携した上で、特定の配電エリア内で電⼒需給調整を⾏うマイクログリッ
ドを設置する事例が⾒られる。

 ⽇本では現状でも、登録特定送配電事業者という形で⾃営線によるマイクログリッドを運⽤す
ることは可能である。今後、⽇本においても送配電事業者等による様々な形態のマイクログ
リッドが出現する可能性が指摘されているところ、マイクログリッドの具体化に当たって以下
の論点が考えられる。

 例えば、⾃治体等が主体となる新たなプレーヤーがマイクログリッド運⽤者となり、そこ
に⼀般送配電事業者が保有する配電系統設備を貸し与える形でマイクログリッドを構築し
た場合、設備利⽤料や責任の所在についてどう考えるか。また、送配電設備を他者に譲渡
するに当たっては、電気事業法上、経済産業⼤⾂への届出が必要とされているところ、追
加で要件を定める必要はあるか。（P16参照）

 新たなプレーヤーがマイクログリッドの運営を担う場合、当該プレーヤーに対する規律を
設ける必要性についてどう考えるか。例えば、現⾏の特定送配電事業における規律を適⽤
した場合、過不⾜等はあるか。（P17、P18参照）

 上記のようなマイクログリッド化によるステークホルダー毎のメリット（デメリット）は
どのように想定されるか。（P19参照）

 マイクログリッド化されたエリアの需要家とエリア外の需要家との公平性についてどう考
えるか。

 マイクログリッドの普及により、⼀般送配電事業者による系統投資が抑制される可能性及
びその程度についてどう考えるか。

マイクログリッドの具体化に当たっての論点
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